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災害時相互応援に関する協定

長野県東御市と島根県雲南市（以下、両市を「協定市」という。）は、災害時にお

ける応急対策及び復旧対策に係る相互の応援（以下「相互応援」という。）を行うた

め、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、大規模災害時において同時被災しにくい遠隔自治体同士として

締結するもので、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「法」という。）

第６７条第１項の規定に基づき、協定市のいずれかの区域内で災害（法第２条第１

号に規定する災害をいう。）が発生した場合において、相互に応援・協力し、応急

処置を実施することについて必要な事項を定めるものとする。

（応援の種類等）

第２条 応援の種類及び内容は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 応急対策及び復旧対策に必要な職員の派遣

⑵ 応急対策及び復旧対策に必要な資機材及び物資の提供

⑶ 前各号に掲げるもののほか、必要と認められる事項

（応援の要請）

第３条 応援を要請する市（以下「被災市」という。）は、次に掲げる事項を明らか

にし、被害を受けていない市に文書により要請するものとする。ただし、緊急を要

する場合は、電話等により応援を要請した後、速やかに文書を提出するものとする。

⑴ 災害の種類及び被害状況

⑵ 前条第１号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種、人員及び現

場での従事内容

⑶ 前条第２号に掲げる応援を要請する場合にあっては、資機材及び物資の品目及

び数量

⑷ 応援場所及び応援場所までの経路

⑸ 応援を要する期間

⑹ 前各号に掲げるもののほか、必要な事項

（応援の実施）

第４条 前条の要請を受けた市は、法令その他特別に定めがある場合及び正当な理由

がある場合を除き、可能な範囲内において最大限これに応えるものとする。

２ 災害発生時、通信の途絶等により被災市との連絡がとれない場合で必要と認めた

ときは、自主的に職員を派遣し被災市の情報収集を行うとともに、収集した情報に

基づき第２条に掲げる応援を実施することができるものとする。

（経費の負担）

第５条 応援に要した経費は、原則として、被災市の負担とする。ただし、これによ

りがたい場合は、協定市が協議のうえ定めるものとする。

２ 被災市が負担すべき経費を支弁するいとまがない場合は、応援活動を実施した市
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（以下「応援市」という。）が一時繰替支弁するものとする。

（災害補償）

第６条 この協定に基づく応援活動に従事した応援市の職員（以下「応援職員」とい

う。）が、当該業務に従事したことにより死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は障害の状態となった場合における公務災害補償に要する経費については、応援

市が負担するものとする。

２ 応援職員が、応援活動業務上第三者に損害を与えた場合は、その損害が当該業務

の従事中に生じたものについては被災市が、応援場所までの往復経路の途中に生じ

たものについては応援市が賠償の責めを負うものとする。

（連絡担当部局）

第７条 協定市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が発生し

た際には、速やかに相互に情報交換を行うものとする。

（協定有効期間）

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和７年３月３１日までとする。

ただし、有効期間満了の２か月前までに協定市のいずれからも異議の申出がなかっ

たときは、有効期間満了の日の翌日から更に１年間延長するものとし、以後も同様

とする。

（その他）

第９条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、協定市

が協議して定めるものとする。

この協定を証するため、本書２通を作成し、協定市が署名捺印の上、各１通を保有

する。

令和６年１０月１２日

長野県東御市長 島根県雲南市長


